
10

4

1

1

増減

その他
相談日1回につき3名までの相談者に
対応でき、年間30回程度開催してい
る。

⑥－①

195

216

1,020

子育て・健康推進課

保健衛生管理費

補助

所管課

0

▲ 519

0

6

国

210

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

300

236  

 

216

補助単独の別

1,230

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

1,230

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

済生会病院から派遣される医師により健康相談日を設け、生活習慣に関す
る相談等に対応し、市民の健康保持・増進を図るとともに、市の保健事業等
への指導・助言を受ける。

医師による健康相談日を設け、生活習慣に関する相談に応じ市民の健康
の保持・増進を図る。

生活習慣病相談は、毎週月曜日（午後1時30分～3時）に保健相談セン
ターで実施。生活習慣を見直したい方や健康に不安を感じている方等から
の相談に応じ、生活習慣の改善を指導している。

事業
目的

516

事業
概要

 994

 

711

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

195 495

0

▲ 525



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

52

子育て・健康推進課

母子健康手帳交付事業

単独

所管課

0

17

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

69

 

 

補助単独の別

69

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

52

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

妊娠届書提出時に母子健康手帳を交付し、妊娠中から母子の健康管理を
行う。

母子健康手帳に妊娠経過などを記載し、妊娠中から一貫した母子の健康
管理を行う。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、妊娠中からの支援が
必要である。

事業
目的

69

事業
概要

 69

 

69

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

69

0

17



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

3,463

子育て・健康推進課

日曜休日応急診療所管理事業

単独

所管課

0

▲ 42

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

3,421

 

 

補助単独の別

3,421

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

3,463

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

日曜・休日における救急医療に対応するため診療所を開設し、内科及び小
児科の診療を行う。運営は指定管理者に委託。

日曜・休日に発生する医療への応急体制を整え、市民の健康保持に寄与
する。

昭和49年の開設以来、日曜・休日における地域の医療を担う。平成22年度
は、783人の受診があり、市内に限らず、松江市東部等からの受診もある。

事業
目的

3,421

事業
概要

 3,421

 

3,421

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

3,421

0

▲ 42



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

281

子育て・健康推進課

ブックスタート事業

補助

所管課

0

▲ 41

▲ 440

0

国 440

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

340

 

 

補助単独の別

730

 

 

保健衛生総務費

365

当初要求　②

前年度

①

721

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

絵本を開く楽しい体験と共に、市民ボランティアが応援メッセージを伝え、
絵本を贈る。

絵本を介してよりよい親子関係づくりを促すために、読み聞かせの大切さ
と、地域で子育てを応援していますというメッセージを伝え、絵本を手渡す。

読み聞かせボランティアにより、ブックスタートを6か月健診で、ブックスター
トプラスを1歳6か月健診で実施。

事業
目的

680

340

事業
概要

 365

 

680

⑤(増減額)

▲ 340

340

今年度
見直し
事 項

680

0

399



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

197

210

子育て・健康推進課

妊娠期からの読み聞かせ事業

補助

所管課

0

▲ 25

0

▲ 13

国

210

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

198

211  

 

197

補助単独の別

422

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

420

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

母子手帳交付時にパンフレットと共に絵本を1冊手渡す。

胎児に向かっての絵本の読み聞かせの大切さを伝え、妊娠期から、絵本を
介して親子の絆を深めるきっかけとする。

胎児は6か月に入ると 外の音や声に反応するため、妊娠期からの読み聞か
せを通し、親子関係づくりのきっかけとする。

事業
目的

395

事業
概要

 211

 

395

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

198

0

▲ 12



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

160

子育て・健康推進課

５歳児発達相談

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

160

 

 

補助単独の別

160

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

160

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保育園(所）幼稚園の年中児を対象に、行動発達面や子育ての不安につい
て、専門の医師などによる診察や相談を行う。

就学前の時期に、子どもの発育・発達に関する問題等を発見し、早期の対
応をすることで、就学後の問題を軽減するとともに、子どもの健康の維持増
進を図る。また、保護者の子育てに関する相談への助言、指導を行い不安
の軽減を図る。

児童発達相談センター、保育士と連携しながら、就学に向けた子育て支援
として重要な場である。

事業
目的

160

事業
概要

 160

 

160

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

160

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

16

232

子育て・健康推進課

心のヘルスケア事業（心の相談）

単独

所管課

0

0

0

16

国

0

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

216

 

 

16

補助単独の別

232

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

232

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

心の健康づくりや精神疾患に対する正しい知識の普及啓発のための研修
会や、医師や保健師、臨床心理士による相談事業を行う。

メンタルヘルスに対する認識を高め、予防活動や身近なところで相談に応
じ早期対応を行っていくことで、自殺予防、精神疾患の罹患率減少や悪化
防止を図る。

市内で精神保健福祉手帳保持者や精神科・心療内科に受診している自立支援医療受給者の数は
年々伸びている。しかし、市内に精神科がないため、早期受診に繋がりづらく、重症化してからの対
応となる場合が少なくない。そのため身近に相談できる場所があり、早期対応ができることが望まし
い。

事業
目的

232

事業
概要

 232

 

232

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

216

0

▲ 16



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

32

144

子育て・健康推進課

精神障がい者福祉管理費

単独

所管課

0

▲ 16

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 32

128

 

 

補助単独の別

160

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

176

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

精神障がい者の社会復帰促進のために、当事者同士の交流や生活のスキ
ルアップを目的とした事業を開催するほか、自立支援医療（精神通院）・精
神障害者保健福祉手帳の交付に関わる事務手続きを行う。

当事者に対し、出かけることができる場、スキルアップができる場を設けると
ともに、周囲の福祉サービスの充実を図ることで、精神障がい者が自立した
生活を送れる地域づくりを推進する。

精神、発達に関する障害は周囲の理解を得られにくく、生活や就労に支障
を生じ外に出かけることができなくなる場合が少なくないため、環境整備や
当事者のスキルアップが必要となる。しかし、現在市内に精神障がい者が
出かけられる場、スキルを身につけられる場が少ない。

事業
目的

160

事業
概要

31

 129

 

160

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

ぼちぼちクラブ食材費を新規要求

32

128

0

▲ 16



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

1,262

子育て・健康推進課

３歳児健康診査

単独

所管課

0

▲ 32

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,230

 

 

補助単独の別

1,230

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

1,262

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

３歳から４歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う。

３歳という精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時期に
健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療、療育を図るととも
に、保護者の悩みや相談を受け止め、助言指導をすることで、幼児の健全
な育成を促進する。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とす
る保護者が増えている。

事業
目的

1,230

事業
概要

 1,230

 

1,230

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

1,230

0

▲ 32



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

630

子育て・健康推進課

１歳６か月児健康診査

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

630

 

 

補助単独の別

630

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

630

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

１歳６か月から２歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行
う。

１歳６か月という精神発達の面で歩行や言語等発達の標識が容易に得られ
る時期に健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療を図るとと
もに、その保護者に適切な指導助言をすることで、幼児の健全な育成を促
進する。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とす
る保護者が増えている。

事業
目的

630

事業
概要

 630

 

630

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

630

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

462

子育て・健康推進課

６か月児健康診査

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

462

 

 

補助単独の別

462

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

462

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

６、７か月の乳児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う。

６か月という精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時期
に健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療を図るとともに適
切な助言指導をすることで、保護者の育児不安の軽減と乳児の健全な育成
を促進する。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とす
る保護者が増えている。

事業
目的

462

事業
概要

 462

 

462

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

462

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

79

子育て・健康推進課

乳児・幼児健康相談

単独

所管課

0

1

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

80

 

 

補助単独の別

80

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

79

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

乳幼児の身体計測や健康相談、栄養相談（離乳食講習会）、歯科相談を
行う。

保護者から育児の不安や疑問などの相談を受け、適切な助言指導をするこ
とで、保護者の育児不安の軽減と乳児の健全な育成を促進する。また、子
育てを行う保護者同士が関わりを持ち話しをする中で、育児不安の軽減や
解決方法の模索、育児仲間の形成を図る。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とす
る保護者が増えている。

事業
目的

80

事業
概要

 80

 

80

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

80

0

1



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

22

子育て・健康推進課

妊産婦健康相談

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

22

 

 

補助単独の別

22

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

22

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

妊産婦に対して、助産師による保健指導や相談を行いながら、妊娠中から
の健康管理を行う。

妊娠中の不安などの相談を受け、適切な助言指導を行うことで、心身共に
安定した妊娠経過がおくれるようにする。

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とす
る保護者が増えている。

事業
目的

22

事業
概要

 22

 

22

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

22

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

12

12

子育て・健康推進課

両親学級

補助金

所管課

0

0

0

0

国

12

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

12

12  

 

12

補助単独の別

24

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

24

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

妊婦とその夫を対象に、育児や制度、夫のサポート方法等についての講話
を行う。

 妊娠中の栄養、夫のサポート方法や妊娠疑似体験、また、育児や制度等
についての知識を習得し、仲間づくりの場とする。また、絵本の読み聞かせ
も体験し、妊娠期からの親子関係づくりを促す。

転勤者や核家族も多く、夫への子育てサポートは重要である。使える制度
など、病院の教室では得られない内容を取り入れている。

事業
目的

24

事業
概要

 12

 

24

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

12

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

5,593

21,366

子育て・健康推進課

妊婦・乳児一般健康診査

補助

所管課

0

▲ 2,334

0

▲ 1,031

国

6,624

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

20,063

5,955  

 

5,593

補助単独の別

27,391

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

27,990

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

妊婦に14回・乳児に2回の一般健康診査費用の助成を行う。

妊娠経過、及び乳児の成長発達上、必要な時期に、確実に健診受診が出
来る環境をつくることで、受診率の向上にもつながり、妊婦・乳児の健康管
理の向上を図る。

健康診査を受けることにより、妊産婦・乳幼児の健康管理ができている。

事業
目的

25,656

事業
概要

 21,436

 

25,656

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

20,063

0

▲ 1,303



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

254

子育て・健康推進課

１歳６か月児事後健診

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

254

 

 

補助単独の別

254

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

254

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

精神発達分野における、1歳６か月児健康診査後の、２次スクリーニングの
場。脳神経小児科医師による診察、相談。

 １歳６か月児健康診査において、明らかな疾患以外に経過観察の必要が
あると思われる幼児と保護者に対して、継続的に専門的な立場から診察及
び指導を行い、幼児が有する能力を最大限に引き出し、正常な発育・発達
の手助けをすることを目的とする。

保健相談センターが場所であるため、保護者が受診しやすい。専門医師に
診察、相談出来る場として、重要である。

事業
目的

254

事業
概要

 254

 

254

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

254

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

12

子育て・健康推進課

すくすく教室開設事業

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

12

 

 

補助単独の別

12

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

12

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

入園前の子どもが対象。療育を取り入れた遊びの教室。月に1から2回開
催。

 健康診査の結果等で経過観察が必要な幼児や育児不安を持っている母親等に対し、療育を加味した遊びを通して集団的な助
言・指導を行う。

また、育児不安の解消、親子関係の確立を目指し、子どもの健やかな発達を促すことを目的とする。

子育て不安をもつ保護者も増えており、月1～2回親子と出会い、子どもの
様子を確認すると共に、保護者に対する子育て支援の場にもなっている。

事業
目的

12

事業
概要

 12

 

12

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

12

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

2,085

子育て・健康推進課

こんにちは赤ちゃん訪問事業

補助

所管課

0

32

18

0

国 630

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,099

 

 

補助単独の別

2,747

 

 

保健衛生総務費

648

当初要求　②

前年度

①

2,715

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

生後4か月までの全ての母子を対象とし、助産師が家庭訪問をし、母子の
状況、家庭環境などの観察、子育て相談、情報提供などを行う。

 子育ての不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うととも
に、母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が必要
な家庭に対し適切なサービス提供につなげる。これにより、乳児家庭の孤
立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図ることを目的とする。

全ての母子を対象としており、訪問によりその家庭に行くことで、より生活に
沿った子育て支援が行える。

事業
目的

2,747

648

事業
概要

 2,099

 

648

2,747

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

2,099

0

14



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

3,141

11,121

104,479

子育て・健康推進課

保健衛生事務人件費

単独

所管課

0

18,812

0

2,686

国

455

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 10,050

123,104

 

 

251

補助単独の別

133,405

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

116,055

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

市民の健康保持・増進を図る事業等に従事する職員の人件費。

健康診査やがん検診、介護予防事業等を実施する職員の人件費を確保
し、市民の健康保持・増進を図る。

平成24年度は、職員20名分を計上している。

事業
目的

133,405

事業
概要

10,050

 123,355

 

134,867

⑤(増減額)

1,462

2,890

▲ 1,428

今年度
見直し
事 項

10,050

121,676

▲ 1,071

17,197



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

1,257

10,181

子育て・健康推進課

鳥取県西部広域行政管理組合負担金（病院群輪番制）

単独

所管課

0

▲ 6,706

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

3,451

 

 

補助単独の別

3,451

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

10,181

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

鳥取県西部圏域に所在する9医療機関が、平日の夜間・休日の昼夜に発
生した救急医療に対応するための負担金。米子市、境港市、西部市町村
で負担。

平日の夜間・休日の昼夜に発生した事故や急病による救急患者を迅速・的
確に受け入れる医療体制を強化する。

病院郡輪番制に加入している医療機関が、2医療機関一組で対応してい
る。

事業
目的

3,451

事業
概要

 3,451

 

3,475

⑤(増減額)

▲ 1,233

▲ 1,233

今年度
見直し
事 項

1,257 3,475

0

▲ 6,706



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

644

子育て・健康推進課

鳥取県西部歯科保健センター運営費補助金

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

644

 

 

補助単独の別

644

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

644

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

休日の歯科診療や障害児（者）の歯科診療を実施している鳥取県西部歯
科保健センターに対する補助金。米子市、境港市、西部市町村で負担。

休日の歯科診療や障害児（者）の歯科診療体制を整備する。

休日歯科診療：休日　　8月13日～15日　　12月30日～1月3日　（いずれも午前9
時～午後3時）

障害児（者）歯科診療：毎週木曜日（午後1時30分～4時）

事業
目的

644

事業
概要

 644

 

644

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

644

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

50

50

子育て・健康推進課

こどもの成長発達を考える講演会開催事業

県補助

所管課

0

0

0

0

国

50

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

50

50  

 

50

補助単独の別

100

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

100

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

子どもの状況や親の子育てについて情報交換をし、よりよい育ちに関する
新たな施策について検討していく。その過程で、講師を依頼し、多方面から
のスーパーバイズを受けたり、講演会を開催し、子どもの育ちに対して考え
るきっかけとする。

よりよい子育て支援をおこなうため、専門職の質の向上を図る

平成19年度から「こどもの成長発達を考える会」を開催し、議論を行ってお
り、来年度に向けて新たな施策につなげていく。

事業
目的

100

事業
概要

 50

 

100

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

50

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

2,710

子育て・健康推進課

歯科衛生事業

単独

所管課

0

▲ 18

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,692

 

 

補助単独の別

2,692

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

2,710

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

乳幼児健診や相談の場で歯科衛生士によるブラッシング指導及び相談の
業務を西部歯科保健センターへ委託する。

歯科衛生士の保健指導により、乳幼児の健全な口腔衛生、育成を図るため
に委託を行う。

専門職による、正しい口腔衛生管理の仕方を情報提供し、子育て支援をし
ていく必要がある。

事業
目的

2,692

事業
概要

 2,692

 

2,692

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

2,692

0

▲ 18



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

33

子育て・健康推進課

精神・発達障がいを支える地域づくり事業

    単独

所管課

0

▲ 2

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

31

 

 

補助単独の別

31

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

33

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

精神・発達障がいに対する理解を深め、当事者・家族にとって安心して過ご
せる地域となるため、研修会、作業所体験学習会等を行う。

精神、発達の障がいに対する偏見や誤解をなくし、当事者や家族が過ごし
やすい環境を整える。また、専門機関が必要な知識を共有し、協力すること
で、適切な対応ができる体制を整える。

精神、発達の障害は日常生活だけでなく、人間関係支障をきたしやすいた
め、職場、地域での理解が必要であるが、病気自体がよく知られていないこ
となどから、誤解や偏見をまねきやすい。よって、専門職、地域住民に疾患
の理解を求める必要がある。

事業
目的

31

事業
概要

 31

 

31

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

31

0

▲ 2



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

75

76

子育て・健康推進課

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

補助

所管課

0

0

0

0

国

75

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

76

75  

 

75

補助単独の別

151

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

151

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

小児慢性特定疾患児の生活の質的向上を図るため、特殊寝台等の日常生
活用具給付を行う。

小児慢性特定疾患児については、日常の生活に特殊な生活用具を必要と
することが多い。医療費に加え患者、家族の経済的負担は大きいため、日
常生活用具に要する費用を給付することで、経済的負担を軽減する。

平成２１年度から鳥取県において事業実施

事業
目的

151

事業
概要

 76

 

151

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

76

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

1,535

子育て・健康推進課

ＡＥＤ(自動体外式除細動器)整備事業

単独

所管課

0

▲ 8

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,527

 

 

補助単独の別

1,527

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

1,535

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

①公共施設にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置し、近隣で発生する事態に対
応する。

②ＡＥＤの整備を通じて、救急救命に対する意識の向上を図る。

ＡＥＤや収納ケース等の整備に併せて救急救命講習の充実を図り、市民の
救急救命体制の整備を推進する。

平成22年度までに公民館、学習等供用施設、主要公共施設、保育所、幼
稚園にＡＥＤを設置した。

事業
目的

1,527

事業
概要

 1,527

 

1,527

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

1,527

0

▲ 8



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

1,837

0

子育て・健康推進課

地域自殺対策緊急強化事業

補助

所管課

0

1,331

0

1,331

国

506

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

826  

 

826

補助単独の別

826

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

506

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

平成21年度より３年間にわたり、自殺対策として国の交付金が施行された。境港市でもこの交付金を活用し、３年
間で自殺の大きな要因となっている「うつ病」の対策を中心に、啓発活動などを行った。これにより、うつ病に対す
る市民の理解や関心は高まった。しかし、実際に「うつ病になりにくいこころ」を育てることにはいたっていない。

平成24年度より交付金が3年間延長になったことで、今度は「うつ病」や「自殺」に焦点をあてるだけでなく、子供の
ころからいのちやこころに関心をもてる支援を中心に事業を行う。

境港市で自らいのちを絶つ人を少なくする。いのちやこころの有り様に関心
を持つ子供を増やす。

全国で自殺者数が１１年連続で３万人を超え、国は地域における自殺対策の強化
のため、平成２１年度から「地域自殺対策緊急強化基金」を造成した。境港市の自
殺者数は過去１０年間で１００名以上となり、自殺率も全国平均を超える年が多い。
また、自立支援医療（精神）の受給者も年々増えているが、その中で、自殺の大き
な要因であるうつ病の患者も増加していることから、対策が必要である。

事業
目的

826

事業
概要

 0

 

1,837

⑤(増減額)

1,011

1,011

今年度
見直し
事 項

0

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

8

42

10

子育て・健康推進課

産後ヘルパー派遣事業

県補助

所管課

0

▲ 2

0

▲ 1

国

9

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 42

9

4  

 

8

補助単独の別

59

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

61

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

出産後の母は、身体の回復が十分でなくまた精神的にも不安定になりやす
い時期である。この時期に、核家族や多胎など、家事等の手伝いを必要と
する家庭に、ヘルパーを派遣し、母親の精神的、肉体的負担を軽減し、産
後の生活支援を行う。

核家族などにより、出産後の身体的、精神的に不安定になりやすい母の
フォローが出来にくい家庭に対し、ヘルパーを派遣し、母の負担軽減を図
る。

社会環境等の変化に伴い、核家族は増加傾向にあり、また父の勤務時間も
遅くまでで、退院後、母のみで育児する家庭も少なくない。

事業
目的

59

事業
概要

42

 13

 

59

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

42

9

0

▲ 1



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

264

724

子育て・健康推進課

妊婦・乳児一般健康診査費補助金

補助

所管課

0

▲ 15

0

10

国

254

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

699

317  

 

264

補助単独の別

1,185

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

978

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

里帰り等により、市と健康診査業務の委託契約を締結している医療機関以
外の医療機関で健康診査を受けた者に対して、その費用を助成する。

里帰り等のために、委託契約を締結していない医療機関において健康診
査を行ったときに支払う費用について助成を行うことで、住民の健康管理と
サービスの公平化を図る 。

境港市に住所を有したまま、出産などで長期間自宅を離れる場合は、境港
市が発行している妊婦乳児一般健康診査受診券は使えないため、自費で
受診している 。

事業
目的

963

事業
概要

 868

 

963

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

699

0

▲ 25



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

140

0

子育て・健康推進課

保健師研修事業

補助

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 140

0

 

 

補助単独の別

140

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

140

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

保健師が資質の向上を図るための研修会を受講する。

県外研修を受講することで、保健師の資質向上を図る。

鳥取大学医学部保健学科地域看護学習実習生を受け入れるのに伴い交
付される歳入の使途として、鳥取大学の意向により保健師の研修を行う。

事業
目的

140

事業
概要

140

 0

 

140

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

140

0

0

0



10

4

1

1

増減

その他 特別交付税措置あり

⑥－①

0

子育て・健康推進課

私的二次救急医療機関運営費補助金

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,300

 

 

補助単独の別

1,300

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

0

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

私的二次救急医療機関に対し運営費の一部を助成し、救急搬送の受入れ
体制の維持・整備を図る。

私的二次救急医療機関に対し運営費の一部を助成し、鳥取県の傷病者の
搬送及び受入れに関する実施基準に基づく消防機関による救急搬送及び
二次救急医療機関への受入れの円滑な実施を推進する。

　医療機関による受入れ拒否等により、消防機関による救急搬送が遅れ、
治療が遅れたことによる死亡事例等が増加したことを受けて、平成21年の
消防法改正により、県が傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準を策
定（鳥取県は平成23年3月策定）し、消防機関による救急搬送、二次救急
医療機関への受入れの円滑な実施を推進することとなった。

事業
目的

1,300

事業
概要

 1,300

 

0

⑤(増減額)

▲ 1,300

▲ 1,300

今年度
見直し
事 項

0

0

0



10

4

1

1

増減

その他

⑥－①

0

0

子育て・健康推進課

不妊治療費助成金

単独

所管課

0

2,750

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,750

 

 

補助単独の別

2,750

 

 

保健衛生総務費

当初要求　②

前年度

①

0

事業名

一　般　会　計

衛　生　費

保健衛生費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長 市長査定・最終調整

現状と
背景

特定不妊治療（体外受精・顕微受精）と人工授精（採取した精子を子宮内
に注入）に要する経費の一部を助成する。

不妊治療は保険適用外のため、助成金により子どもが欲しい夫婦の経済的
負担を軽減し、不妊治療を受けやすくする。

国及び鳥取県は、特定不妊治療について16年度から助成。

また、県は人工授精に対する助成を23年度から開始。

事業
目的

2,750

事業
概要

 2,750

 

2,750

⑤(増減額)

2,193

▲ 2,193

今年度
見直し
事 項

2,193

557

2,193

557


